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はじめに

中国では､ 1985年に共産党中央から『教育体制改革

に関する決定』が出され､ r改革･開放｣政策を重要な

柱として､国民の資質向上と人材育成を目指す教育改

革が本格に開始された｡公立学校改革を進めるため､

その重要な政策の一つとして教具の能力向上が取り上

げられてきた｡その手段として業績主義給与制度や教

員評価制度が導入されてきた｡

規模が巨大な中国において､給与の種類が非常に複

雑であるし､教員給与を取り巻く政策環境(教員管理

体制､人材確保､教員地位､身分等)の不備のため､ま

た､教員給与制度に関する理論的研究の不足､その制

度自身が問題を絡んでおり､また､不適切な運用がな

されていたりしているため､その理念となるような成

果を達成できていない｡筆者は､今後の中国における

教員給与のありかたを検討していくために､教員給与

制度の形成背景､制度的特徴､効果などを整理したう

えで､今日の中国における教員給与制度のおかれてい

る状況を客観的に分析しながら､その問題点と改革課

題を明らかにしつつ､今後の教員制度の改革デザイン

を展望してみたい｡

1　教員地位(身分).待遇保障に対する立法精神及び

制度の発展過程

1.1中国における教員給与に関する法制度の精神

中国では､教員の地位(身分)､待遇などを法律で規

定している｡ 『中華人民共和国義務教育法』り第14条に

よれば､ ｢国家は､教員の合法的権益を保護し､絶えず

教員の地位･待遇を向上させ､優秀な教員を奨励す

る｡｣と規定し､ 『中華人民共和国教育法』2)第32条に

｢教師は､法律に規定する権利を享受し､義務を履行

し､人民の教育事業に忠誠を尽くす｡｣第33条に｢国

家は､教師の合法権益を保障し､教師の労働条件を改

善し､教師の社会的地位を高める｡教師の給与､報酬､

福祉待遇は､法律･法規の規定に照らして処理され

るo｣と規定されている｡ 『中国教育改革と発展要綱』3)

においても､教員給与を向上させる中期･長期の発展

目標･基本原則を打ち出している｡

『中華人民共和国教員法』1)第-章『総則』の第3

条によれば､ ｢教員は､教育を履行する専門技術者で

ある｡｣とされており､第六章『待遇』の第25条

｢教員の平均給与は国家公務員の平均給与を下回って

はいけない｡正常な昇給制度を立てる｡｣と教員の平

均給与が国家公務員よりも下回ってはならないと明

示されている｡また､第七章『奨励』の第33条｢国

務院と地方各級政府及び関連部門は特殊な貢献をし

た教員に対して表彰･奨励する｡｣と規定されてい

る｡

正常の昇給制度は､ (1)定期昇級(各級各種の学校

は厳格な考課の上で､定期的に教員を昇進させる｡

考課において2年間連続で合格以上と評価された教

員が､ 2年間ごとに1格昇格する｡優秀と評価された

教員が前もって昇進することも認める)､ (2)職務昇進
5)に伴う昇給制度､ (3)国家による職務給与基準の調
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整､ (4)手当基準の向上､の4つの内容から構成され

る｡

上記の条文から見れば､現代中国における教員の

政治的･経済的･社会的などの地位は法律レベルで

規定されている特質がわかる｡しかし､重要なのは､

法律の具現化の問題であると考えている｡

1.2　教員給与制度の発展過程と特徴

1949年建国以来､中国における機関･事業単位6)の

給与制度は主に3回大きな改革をした｡ 1956年､ 1985

年､ 1993年に実施された3回改革はそれぞれ違った時

代背景と特徴がある｡

1.2.1 1956年の給与制度改革

1956年以前､中国国家機関･事業単位では､多種類

の給与制度が並存していた｡例えば､実物配分制､給

与制､実物･給与併用制などがあった｡

1956年～ 1985年の間､職務等級給与制度が実施さ

れていた｡この給与制度は以下の3つの特徴をもって

いる｡

(1) 1956年までの給与点数制度と物価手当制度を取

りやめ､直接に貨幣で配分する制度-変更された｡

(2)異なった産業の特性により､異なる給与等級を

設立していた｡

(3) 1956年までなかった職務の高低に対応した給料

制度を新設し､職務の高低により給与標準制度が

確定されてきた｡

このほか､全国において11種類の給与区を設立して

いた｡また､技術メンバーと行政メンバーはそれぞれ

給与標準が確定された｡例えば､行政メンバーは30等

級､機関技術メンバーは18等級､科学研究メンバー及

び大学教員は13等級給与制度が実施されていた｡

1.2.2 1985年の給与制度改革

1985年～ 1993年まで給与制度の特徴･内容は主に

以下のとおりである｡

(1) 1985年から国家機関･事業単位(スポーツ選手

は除外)における行政メンバー､専門技術メン

バーは全て職務給与をもととする組み合わせ給与

制度7)を実施された｡給与を基礎給与､職務給与､

仕事年数手当と奨励給与という4つの部分に分け

るo

(2)当時の小中学校など教育機関における教員不足の

問題の解決､また､小･中学校､中等専門学校､幼

稚園の教具に長期間教員職を履行させるために､

仕事年数手当の上に､教育職の勤務年数手当も併

給するという制度が実施されていた｡

(3)職務に対応する昇給制度を立てた｡また､毎年､

国民経済の発展状況により､適当に国家機関･事

業単位メンバーの給与標準を向上させる｡

(4)級別ごとに管理する給与体系を立てた｡

この制度は､当時において一定の役割を果たしてい

た｡しかし､この制度のもとで学校のような事業単位

は国家機関の標準に準拠したものだから､事業単位の

特徴に馴染まず､国民経済の発展と経済体制改革の要

求に適応していなかったCその具体的な問題としては､

以下のとおりである｡

(1)結構給与制度は､事業単位教職員の実際貢献を

反映できず､平均主義が厳重である｡

(2)給与の標準が低いo例えば､副教授の起点給与

は､ 1956年に149.5元8)､ 1985年に122元､ 1989

年に140元と規定された｡副教授の1989年の給与

は1956年に比べ逆にマイナスになってしまった｡

(3)定期昇給システムはなかった｡

(4)給与管理において､性質の異なる事業単位に対

する異なる管理制度はなかった｡例えば､事業単

位における全額交付単位､差額交付単位､自主自

収単位は区別されず､同じ制度でコントロールさ

れていた｡

(5)事業単位内部における管理職員と専門技術人員

(教員)との間で､バランスが調和的に取れていな

かった｡例えば､同じ年に仕事をした大学本科卒

業生､教員に従事すれば､一般5年目に講師にな

り､その給与標準は113元となれる｡しかし､管

理職に従事すれば､ 5年目に課長､副課長になっ

ても､その給与はただ89元､ 76元となる｡

上述の問題が存在していたために､給与改革の必要

性が提起されてきた｡
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1.2.3 1993年の給与制度改革

1993年に､国務院による『事業単位人員給与制度改

革方案』が公布され､教育機関などの事業単位におい

て専門技術職務等級給与制を導入されてきた｡今回の

改革の原則として以下のとおりである｡

(1)学校のような事業単位は国家機関の給与標準に

リンクしない｡科学的に分類したうえで､按労分

配9)に依拠し､各単位の異なる特徴を体現する｡機

関幹部､機関労働者､事業単位の管理者､事業単

位の専門技術メンバー(教育部門の場合､教員を

指す) ､事業単位の労働者はそれぞれ異なる給与標

準を適用する｡機関の公務員は職務級別給与制度

を適用する｡事業単位における管理者･職員は､職

員職務等級給与制度を適用する｡事業単位におけ

る専門技術メンバー(教員)は専門技術職務給与

制度を適用する｡教員のその給与標準は職務給与

(固定部分:70%)と手当(変動部分:30%)から

構成される｡国家は､それぞれ､ 『′ト中学校専門

技術職務等級給与標準』､ 『高等教育機関･科学研

究機構専門技術職務等級給与標準』などの国家基

準を制定している｡

(2)競争･奨励システムを導入する｡基本給与に

おける変動給与の割合を拡大し､異なる事業部

89

分･業種に適応する手当を実施し､職員の報酬

を実際の貢献にリンクし､平均主義を打破する｡

(3)正常の定期昇給システムを設立する｡給与の増

加は年度考課にリンクして実施する｡

(4)異なる性質の事業単位を分別的に管理するo

(5)給与の方向引導作用を発揮し､僻地地域や苦労

する業種で働く人員に報酬の設定では適当に増加

をする｡

(6)国家は､適時に(普通､ 2年に1回)職務給与

の標準を調整する｡

(7) 1993年の給与制度改革後､国家機関･事業単位

における仕事メンバーの給与構成は以下のとおり

である｡

①その給与は職務給与､級別給与､仕事年齢給与､

基礎給与の4つから構成される｡

②機関･事業単位における労働者(技術労働者と
一般労働者が区別されている)は､それぞれ､技

術等級給与制(持ち場給与+技術等級給与+

ボーナス)､持ち場給与制度(持ち場給与+ボー

ナス)を適用する｡

その具体的構造図は以下のとおりである【表1-1】｡

<表1 - 1国家基準表における現代段階の教員給料構造図>10)

教員職称評定(高級､ �ｩLｪI?�ｸ咤�三級教員) 

各学校は流動給与の総額範囲内での自 

己決定権(項目､配分方法等)を持つ○ 
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2　中国における教員給与システム

国務院による『機関･事業単位給与制度改革の実施

方法に関する通知』 (【1993コ79号)規定によると､公

立高等学校､中尊､技術学校､中等職業学校､小中学

校､幼稚園及び関連教育機構は､全て全額支給の事業

単位である｡同じ学校で､教員は､専門技術人員職務

等級給与を､管理人員は職務等級給与を､労働者は技

術等級(職務)給与制度を適用すると規定されてきた｡

2. 1国家規定の基本給与川の部分その構成

国家基準における基本給与は､ A､ B､ Cの3部分から

構成されている｡それぞれ､ A､ B､ Cについて詳しく

説明する｡

2.1.1職務等級給与基準表(A)

国務院による『機関･事業単位給与制度改革の実施

方法に関する通知』 ([1993]79号)によれば､教育機

関における国家給与標準は以下のように制定されたo

(1)高校教員と科学研究人員の給与標準｢高等教

育･科学研究人員技術職務等級給与標準｣

(2)中尋､技術学校教員の給与標準｢中尊､技術学

校教員専門技術職務等級給与標準｣

(3)小中学校(幼稚囲)教員標準｢小中学校(幼稚

園)教員専門技術職務等級給与標準｣

(4)学校管理人員給与標準｢学校管理(職員)職務

等級給与標準｣

(5)学校工勤人員給与標準｢学校技術労働者(普通

労働者)技術等級給与標準｣を適用する｡

2.1.2　普通教育機関(幼稚園･)卜中学校に限る)に

おける基準標準表の増加部分(ら)

1988年に国家教育委員会･人事部([1988]2号)に

よる『小中学校教員給与標準の実施方法に関する規定』

によれば､ 1987年10月から､ノ｣､中学校及び幼稚園の教

員は､現行の国家規定における各級給与標準(基礎給

与+職務給与)をさらに10%向上させる｡支払う期日

は1987年10月1日から実施すると規定されている｡

2.l.3　手当部分(C)

この部分の手当は､事業単位の給与における変動部

分である｡国家は手当に対して､総額をコントロール

し､指導意見を軽供する｡各事業単位は手当の総額の

範囲内において､国家の指導意見に依拠し､本単位の

実際に応じて手当項目､手当標準と支払方法などを規

定し､上級主管部分(教育委員会･人事機関)の許可

を得て､実施する｡

つまり､それぞれの給与標準表に記載された金額は､

幼稚園り｣､ヰ学校の場合､70%の部分だけである｡そ

れに準拠する30%の手当部分は､別に計算されなけれ

ばならない｡その部分の計算方法について､小中学校

の場合､各給与標準額÷7×3という方式(あるいは

各給与標準×42.8%)国家による『′ト中学校専門技

術職務等故給与標準及び調整時間一覧表』 -2を基にし

て､説明してみる(表2-1)｡

<表2-1　/ト･中学校専門技術職務等級給与

標準及び調整時間一覧表>

例えば､昨年(2005年)大学卒の初任の中学校教員

Aは､今年になって2年目となり相応職務は中学教育二

級教員2梢とする｡上図の『小･中学校専門技術職務

等級給与標準及び調整時間一覧表』によれば､その記

載された金額は410元である(Aの部分)｡ ′｣､中学校教

員の場合､給与表の基準を基にさらに10%増やすの

で､ 410×10%-41 (Bの部分)､ Cの部分は(A+ら)

÷7×3という公式を適用するので､ (410+41) ÷7

×3-64.43×3-193.28となる｡通知規定により､整

数を取るから当該教員の一ケ月の国家標準給与(職務

給与･基本給与ともいえる)はA+B+C-410+176

+41-627元となる｡
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<表　2-1　　小･中学枚専門技術職務等級給与凄準及び調整時間一覧表>

(元/月)

給与標 亨調整 期日 �Ik�ｸｹu餠x���

四 佻ﾂ�六 俯R�ノヽ 仞2�十 偖ﾈ爾�十二 偖ﾈ蔗�十四 偖ﾂ�ﾍﾂ�十 六 

993,10.1 �#sR�3B �33R�溺5 �9���435 鼎sR�515 鉄SR� �� �� �� 
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19Sa7.1 鼎���431 板�491 鉄#��561 ��Vﾆﾂ�&1 田���721 都c��紛1 亰���881 �� 

a二01.1.1 鼎唐�532 鉄cb�孤) ��6ﾂ�腿) 都#b�772 塔���鰍 涛���956 牝4�"�1伽8 �� 

1.10.1 ��ﾂ�619 田c"�705 都C��∝8 塔S��913 涛S��1cc3 ��ss��113 ���モ�1243 �� 

a)脂.7.1 田C2�tヨ輔 度ﾇﾂ��772 塔�R�870 涛#R�9鉄) ���3R�1CtX) ���CR�1EO ��#SR�1310 �� 

労3.10.1 ��ｒ�225 �#CR�265 �5)nﾒ�315 �9���375 泥3b�435 �� �� �� 

1997.7.1 �#���239 �#S��279 �#湯�329 �3S��389 鼎���449 鼎s��EfP 粘3��569 鉄湯�629 

1卸.7.1 �3�"�332 �3S"�372 鐙櫃"�422 鼎S"�482 鉄�"�512 鉄s"�8)2 田3"�662 田�"�722 

2001.1.1 �3モ�410 鼎3"�454 鼎sb�5悌 鉄C��572 乖"�肪 宙ﾈ��7CO 都3"�7糾 途R�828 

1.10.1 鼎ｩx��465 鼎�"�519 鉄�b�5給 吐���657 田���731 都c��洩方 団"�879 涛�b�953 

m.7.1 鼎���ヨ冶 鉄3R�562 鉄ヲ�626 田c2�7∝) 都3r�774 塔���朗8 塔コ�922 涛S��≦跳 

993.10.1 ��cR�179 棉ER�213 淵32�253 �#s2�293 �3�2�33 �� �� �� 

1997.7.1 ��s��193 �#�r�227 �#�r�267 �#ビ�3)7 �5｣r�誕7 �3cr�37 鼎�r�4Z7 鼎Cr�467 

1∈棋).7.1 �&���274 �#モ�3侭 �3#��誕8 �9���3払 泥3��428 鼎C��468 鼎モ�5曙 鉄#��別8 

孤)1.1.1 �3#2�339 �3R�377 �8傳�421 鼎C2�465 鼎ビ�5伸 鉄3��5E3 鉄sR�597 田���糾1 

1.10.1 �8吮�:洛1 �3湯�425 鼎S��477 儉r�5芸) 鉄SR�E$1 悠wﾒ�i芯 田S��685 都���737 

ZXB.7.1 �3�"�410 鼎#��4≡沌 鼎���5休 鉄3"�558 展R�610 澱R�砧2 田モ�714 都C��766 

993.10.1 ��S��162 ��sB�192 �#���228 �#Cb�2& �� �� �� �� 

1997.7,1 ���"�176 ��モ�2肪 �'R�242 �5#���● �%3b�314 �33"�盟) 鐙�乘ｲ�3% �� 

1脚.7.1 �#3b�2鳩 侘r��Z78 �#澱�314 �33"�35) �3c��386 鼎���422 鼎C��458 �� 

2m1.1.1 �#モ�3)1 �3�B�331 �3S��374 �3���414 鼎3��451 鼎sB�4別 鉄�B�531 �� 

1.10.1 �3#B�エ封 �3SB�376 �3唐�42) 鼎C"�464 鼎ッ�5捲 鉄2��552 鉄sB�5妬 �� 

孤.7.1 �8ﾌb�361 ��ﾂ�398 鼎#��442 釘b�4% 店ﾉ��王道) 鉄S"�574 迭R�618 �� 

993,10.1 ��CR�156 ��cr�183 ��ｷ"�215 物�｣�� �� �� �� �� 

1997.7.i ��S��170 �����197 �#�2�2Z) �#CR�261 �#sr�● 倆r�325 ��ﾆﾂ� �� 

1999.7.1 �#3��242 �#S2�269 �#コ�3)1 �3�r�333 �3���365 �3���397 鼎�2� �� 

2∝)1.1.1 �#s��2W �?��Ie2�盟) �33��356 �3sB�392 鼎���428 鼎Cb�4& 鼎�"� �� 

1.10.1 �3�2�327 �3���361 陶x���401 鼎#��441 鼎c��481 �&ﾓ��521 鉄C�� �� 

a)の.7.1 �c��318 �3c"�32 鼎�"�422 鼎C"�462 鼎�"�禁)2 鉄#"�512 鉄c"� �� 
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2.2　教員給与の経費来源

中国の教育経費について､1980年代以前は国家の財

政投入を主としていた｡その後､財政分権の改革に伴

い､地方政府による教育財政投入は次第に拡大してき

た(下表参照)｡地方政府はほとんど全部の基礎教育の

財政投入と地方所属高等学校の部分的教育経費投入を

行っている｡

<表2 -2　1990-1993年中国財政教育投入

の中央と地方政府の分担割合13)>

午 ��涛��1991 ��涛"�1993 

国家合計 �����100 �����100 

中央一級財政割合 ��2縱r�12.97 ��5�#2�12.80 

地方一級財政割合 塔b�#2�87.03 塔b縱r�87.20 

上表からわかるように､中国地方政府はほとんど全

部の基礎教育の財政投入と地方政府所属大学等の部分

的教育経費投入を負担した｡義務教育の地方分権主義

の影響をうけ､地方間の格差はかなり大きい｡とりわ

け農村部においては財力の弱さのため､教員給与の不

払い現象がかなり顕著である｡これは教員の積極性に

影響を与えているし､教育の質の向上に対しても不利

な影響を与えている｡

また､最近､人事部･財政部による『機関･事業単

位仕事人員給与標準の増加に関する実施方案』

(2004, ll. 13)によれば､中国の中西部の場合､中央財

政が全部負担とする｡北京､上海､天津､江蘇､新江､

福建､広東7省･直轄市は自己負担とする｡また､遼

寧､山東省の涛陽､大連､済南､青島4市は自己負担

とする｡ほかの地域は､中央財政は40%負担し､地方

財政は60%負担すると規定された｡

2.3　国家規定のボーナス

国務院による『機関･事業単位人員給与制度改革方

案及び実施方法』 (国発[1993]79号)の｢六､奨励制

度｣によると､ ｢現行の奨励制度を是正し､事業単位の

実際に応じ､特殊貢献がある人員及び最も優秀な人員

に対して奨励する｡

その方法は､ (1)特殊貢献のある専門家､学者及び科

学研究人に対して継続的に政府の特殊手当トt)を実施す

る｡ (2)大きな貢献をした専門技術人員に対して､一時

奨励金を支給する｡ (3)年度考課にリンクし､当年度に

おいて合格･優秀と評価された全ての教職員に年末

ボーナス(一ケ月の基本給与の部分)を支給する｡｣と

規定している｡

2.4　各手当

2.4.1仕事年数手当15)

労働人事部による『教員の教育年間手当に関する若

干規定』 (労人薪[1985]19号､ 40号)によって仕事年

数手当を実施する｡

<表2-3　/ト･中学校教員の仕事年数手当標準表>

標準 仕事年限 迭ﾓ��D��10-15年 ��Rﾓ#�D��20年以上 

手当標準 �2�5 途�10 
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2.4.2　小･中学校担任手当､授業定数超過手当､

管理人員の授業兼職手当

人事部･国家教育委員会･財政部による『小･中学

校担任手当の増加と小中学校教員授業定数超過手当制

度の設立に関する通知』 (人薪発[1988]23号)､教育部

による『中等専門学校､盲聾唖学校担任手当に関する

試行方法』 (教計資字[1981]049号)によれば､小中学

校の教員の仕事定数､担任手当を実施する｡｣

北京市の場合､北京市教育委員会による『小中学校

教員仕事標準量及び超過量の手当に関する試行方法』

(市教行事[1979]145号)などの通知によれば､小中学

校教員の仕事量の標準､超過手当､担任教員の手当制

度などを設立した｡具体的な内容は下表のとおりであ

る【表2-4,表2-5】｡
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このほかに､中等専門学校､労聾唖学校の教員に対

する特殊の担任手当制度もある｡

2.4.3　イスラム教徒への食事手当

国発[1993]79号によれば､教師がイスラム教の場

合､食事手当が毎月2元支給される｡

2.4.4　特級教員手当

国家教育部･人事部･財政部による『特級教員選抜

規定に関する通知』 (教人[1993]38号)によれば､特

級教員に対して､毎月120元を支給すると規定されて

いる｡

<表2-4　北京市ノト･中学校教員仕事量標準表>

授業数/教員一人当た　り

週間授業 学校種別 冑員H,ﾈ�ｼi�B�

国語 ��Hｧr�外国語 兒謁ﾒ�化学 ��ﾈ怏m｢�

中学校教員 �(4�8�5��12-16 ��"ﾓ�b�12-16 ��"ﾓ�b�14-18 

小学校教員 ��4�8�5�,ﾈﾙ�ﾎ｢��Hｧx耳��%99h+x.��辻�- 辻�16-20 

<表2-5　北京市小･中学校教員仕事量超過手当表> 16)

毎週授業数 類別 俐Xﾘ(曁�ｼi�H/�里�*h.��ｨﾘr�俶H駟|ｩ+H曁,ﾉ%9D8耳ｦXｻ8怏+x詹9b�

クラス担任 劍ｦXｻ8怏+r�

授業 偃�9hｾ��黄低授 嶋�ｼb�8授 俐Y.��ｼb�8授業数 嶋�ｼb�

敬 舒r�業数に �'h��ﾜR�業数 ��H,�4ｸ+r�～最低授 ��H決屬�

(元) �$(+x.��低授業 敬 ��｢�る 仂i�B�

中学校教員 ���1 �(�ｼb�1授業 冖8+R�1授業 ��綛�ｼb�無し 

′J､学校教員 ���0.8 �(�ｼb�1授業 冖8+R�1授業 ��綛�ｼb�無し 
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2･4.5　地区手当制度　　　　　　　　　　　　　　　を含める)及びその以下学歴の卒業生､全て1年間の

異なる地域の自然環境､経済発展レベル､物価レベ　見習制度を適用する｡見習段階17)で見習給与を支払

ルなどの要因から考慮して､中国においては地区手当　う｡見習終了後､考課で合格した場合､相応した職務

制度を実施するo　　　　　　　　　　　　　　　を決定する.その具体的な内容は下表のとおりである｡

2.4.6　初任給について

新しく仕事をする大学本科(2つの学位を取得した

卒業生､修士終了したが､学位を取れていない研究生

<表2 -6　初任者の大学､中寺､修士､博士卒業生見習､正式採用給与席準及び調整時間表>】8'

(元/局)

見習給与標準 学歴 侈做ｸｯｨｭHｸｲ��韜隴IUﾂ�見習 期給 与標 哩 侈做ｸ�{唔�8�ﾜﾉw�ﾎ8,ﾈｸｹu餠x���

教員等の専門技術者職務給与 刳ﾇ理人員職者給与 

楢次J9) 儷x���楼次 儷x���

中学校卒業生 ��涛2ﾃ�����170 辻�- 塗ｸ��X輯����145 

1997.7.1 �����- 辻�6級職員1手当 ��S��

1999.7.1 �#���- 辻�6激職貞1楢 �#3��

2001.1.1 �3c��- 辻�6級職員1楕 �#ッ�

2001,10.1 鼎���- 辻�6級職員1楢 �3#"�

2003.7.1 鼎#R�- 辻�6教職員1枯 �3C2�

高校.中等専門 学校卒業生､大 学本科修業､2 年未満中退及び 大学専門坪業生 20ー ��涛2������180 鎚ｵｨ��輯��｢�淫ﾈｧy?��Xｻ8輯��%:I(hｧx蓼ｸ仆8輯��>る(h魎襍ｨ��ｧxﾕ｢�ｻ8輯�詹9b��150 塗ｸ��X輯�>��145 

1997.7.1 �#�����cB�6級職員1積 ��S��

1999.7.1 �#迭��#3b�6級職員1積 �#3��

2001.1.1 �3sR��#モ�6級職員1積 �#ッ�

2001.10.1 鼎����3#B�6級磯貝1積 �3#"�

2003.7.1 鼎Cb��3Cb�6級職員1横 �3C2�

大学専科結業生 :い ��涛2������190 亰ｨ��輯(蘆�淫ﾈｧy?��Xｻ8輯"�ｴ�I(hｧx蓼ｸ��H､ﾃ"�ｦ唔(i�りｵｨ��ｧxﾕ｢��Hﾈ�(ｴ羇��162 塗ｸ��X輯)>��157 

1997.7.1 �#�����sb�6級職員2楢 ��s��

1999.7.1 �3����#C��6級職員2楢 �#C"�

2001.1.1 �3����3���6級職員2積 �#湯�

2001.10.1 鼎3r��33��6級職員2積 �33r�

2003.7.1 鼎cr��3c��6級職員2楢 �3S��

大学専科卒及び 大学本科修業の 2年以上砕業生 ��涛2������195 亰ｨ��ﾈ�)>��淫ﾈｧy?�ｸ仆8輯"�>る(hｧx蓼ｸ��H輯"��ⅹ(i�りｵｨ��ｧxﾕ｢�ｻ8輯)>ｒ�162 塗ｸ��X輯)���157 1997.7.1 �#�R���sb�6級職員2才当 ��s��

1999.7.1 �3�R��#C��6級職員2楢 �#C"�

2001,1.1 �3迭��3���6教職員2楢 �#湯�

2001.10.1 鼎C2��33��6級職員2楢 �33r�

2003.7.1 鼎sB��3c��6級職員2楢 �3S��

大学本科鈷業生 ��涛2������200 ��｢淫ﾈｧrﾘｸ��Hﾈ����ｪI(hｧy?��Xｻ8輯��﨨I(h魎襍ｨ��ｧxﾗR�蹣^(��>ｒ�165 店ｸ��X輯�>��160 

1997.7.1 �##����s��5級職員1楢 ��sB�

1999.7.1 �3#R��#c��5級職員1楢 �#SB�

2001.1.1 鼎����3#2�5級磯貝1楢 �3���

2001.10,1 鼎S���3c2�5級職員1横 �3S��

2003.7.1 鼎�"��3�"�5級職員1積 �3���
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第2学士学位の 未取得の大学 未取得の結.幹 ��涛2������205 仆8�(鏆��179 店ｸ��X輯(ﾌﾒ�174 1997,7,1 �##R����2�5級職員2楢 ��モ�

1999.7.1 �33R��#sB�5級職員2積 �#c��

2001.1.1 鼎#���33��5敬職員2楢 �3#��

2001.10.1 鼎s���3���5教職員2積 �3s��

2003,7.1 鉄�R�鼎���5級磯貞2楢 �3湯�

大学5年制本科 卒業制 ��涛r縒���235 �>る(hｧy?�ｸ仆8輯"�ﾗX蹣^(�)>ｒ�193 店ｸ��X輯)���188 1999.7.1 �3C���#sB�5級職員2積 �#c��

2001.1.1 鼎#R��33��5激職貞2手当 �3#��

2001.10.1 鼎s���3���5級職員2桔 �3s��

2003.7.1 鉄�2�鼎���5級磯貝2楢 �3湯�

2つの学位の取 得者(6年間以 者 ��涛2���ﾃ��220 亢�淫ﾈｧx耳ｸ仆8輯2�ﾗX蹐9>る�Xｧx�ｻ2��8鋐��193 店ｻ9�X輯8蘆�188 

1997.7.1 �#C���#�r�5級職員3枯 �#�"�

1999.7.1 �3S���#モ�5級職員3楢 �#�"�

2001.1.1 鼎3R��3SR�5級職員3枯 �3CR�

2001.10.1 鼎�2��3湯�5級職員3枯 �3ヲ�

2003.7.1 鉄3��鼎#��5級職員3積 鼎���

1993.10.1 �#C��棲､中学二敵教員4 楢､中尊.技術学校 助故4格) �#�2�5級職員4椙 �#�"�

1997.7.1 �#c���##r�5級職員4構 �#�b�

1999.7.1 �3sR��3���5級職員4楢 �#澱�

2001.1.1 鼎cR��3sr�5級職員4楢 �3c"�

2001.10.1 鉄3��鼎#R�5級職員4椙 鼎���

2003.7.1 鉄s��鼎SB�5級職員4楢 鼎3r�

1993.10.1 �#s��エンジエ二73楢 (小学高級教員3 棲､中学一級教員3 也,中寺.技術学校 講師3楢､大学講師 3楢 �#CR�5級磯貝4楢 �#3B�

1997.7.1 �#����#S��5教職員4楢 �#C��

1999.7.1 鼎�R��3S"�5級磯貝4才当 �3C��

2001.1.1 鉄�R�鼎3"�5級城見4奉当 鼎�2�

2001.10.1 鉄���鼎�"�5級職員4手当 鼎s2�

2003.7.1 田3R�鉄3R�5級磯貝4楢 鉄�b�

2.5　教員の給与における昇給･昇格に関する制度規定

国務院弁公庁による『機関･事業単位給与制度改革

に関する三つの実施方法に関する通知』(国発[1993]85

早)によれば､学校での正常給与増加方法はとして､(D

梢次正常昇格､ ②職務昇格､ ③定期給与標準調整､ ④

手当水準の向上という4つから構成される｡

2.5.1楢次(各職務に対応する給与格を指す)正常昇

格

事業単位において､厳格的に考課をしたうえで正常

昇格制度を実施する｡考課結果は､優秀､合格､不合

格3種に分ける｡連続(累積付加)で2年間合格と評価

された教職員は､一般に2年に1回昇格するo不合格

95

の場合､昇格しないo少数の特別に優秀な教員(専門

技術人員)に対して､前もって進級あるいは昇級させ

ることが認める｡比率は一般単位総人数の3%以内に

限定する｡昇格された人員の給与は､翌年の1月から

支払う｡具体的に以下のように規定されている｡

(1)学校仕事の特徴に鑑み､考課年度は一般に学年

度ごとに実施する｡つまり､当年の9月から翌年の

8月を考課周期とする｡連続2年間合格と評価され

た教職員は､第2学年度の10月1日から職務給与を

1つ昇格する｡教職員は1つ昇格した後､考課年度

は給与上げの当年の9月1日から翌年の8月31日ま

でと計算する｡

(2)初任者の場合､見習満了後､ 2年目から考課年

限を計算する｡修士や博士を取得した人員は､仕事
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の2年目に当該担当した職務の職務給与からさら

に1格昇格する｡

(3) 1格昇格した後､1年目の年度考課内において定

年になった場合､昇給しない｡しかし､考課の2年

目に定年になった場合､定年手続きの当月から1

格昇格する｡

(4) 2年間合格と評価された教職員は､昇給する前

に,それぞれ､ 『事業単位管理人員･専門技術人員

職務変動審査表』､『機関･事業単位労働者技術等級

(職務)給与変動審査表』に記入し,審査後､教職

員本人の楢案22 (ドゥアン)に保存しておく0

2.5.2　職務昇格

学校教員とほかの専門技術人員は､社会の評定(チ

ストなど)上の職務に昇進する場合､しかも､元の職

務給与は新任職務給与を下回るなら､新職務給与の最

低格に昇進する｡仮に､元の職務給与は新任職務給与

最低梢を上回る場合､さらに1格昇格する｡

2,5.3　国家が定期的に給与標準と手当標準を調整する

場合
一国家は､経済発展状況､企業職員発展状況､都市部

居民生活費用の増長状況､また､機関公務員の標準に

従い､適当に事業単位の給与標準を調整している｡国

家は1993年以来､その給与標準と手当標準はすでに6

回調整された｡

3　中国における教員給与の実態と課題

上記のように､現代中国における教員給与に関する

法制度､標準などについて､整理してきた｡しかし､学

校現場では教員の給与についてどうなっているか､教

員給与と公務員給与､企業の給与標準は､どのように

異なるのか､教員給与における課題(問題)は何か､さ

らに分析する必要があると思う｡筆者は､2005年12月

5日から2006年1月16日まで､中国における大都市の

北京市､小中都市の通達市､僻地の慶和郷及び最低層

の馬家相の教員給与､公務員給与､当地の企業労働者

の給与実態などを調査していた｡その調査の結果を以

下のように整理し､分析してみる｡

3.1教育職と他職種との比較

教員給与に関する先行研究がないから､説明はほと

んど筆者自身が調査したデータに応じて分析するもの

である｡筆者は､北京市A区教育委員会メンバー悉皆

調査(全部95人)､北京市A区B学校悉皆調査(中高一

貫校) (教職員全部で131名)､北京市C国有企業悉皆

調査(管理職･労働者の全部で72名)､通達市A中学

校悉皆調査(87名)､通達市慶和卿全卿教員給与(悲

皆調査) (全体176名) (2005年8月の給与表の実額)を

基に比較してみた｡その結果を以下のとおりである｡

く表3-1　北京市における業種間の給料比敏〉:3'

業種 比較項目 仆8支効醜橙�B学校 剩8ﾙ�tﾈｮ仂b�

管理層 仆8蹴�教職員 豫yyﾙ�R�労働者 ��9�ﾂ�

標本平均 �3�Cb�3��2781.36 �#ツ"�3R�2830.20 �#S35�r�1793.90 �##�R�3r�

<図3-1　北京市における業種間の給料比戟>

北京市における業種間の給料比較 
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上表から以下のことがわかる｡

(1)中EEl北京市において公務員の実際給与は学校教

職員給与､国有企業給与より少し高いが､その

差が大きくない｡

(2)北京市における学校内部で教育管理職給与は少

し教員の給与より少なく､企業内部では企業管

理職給与は企業労働者給与より高い傾向が見ら

れる｡

3. 2　国家給与標準表における事業単位間の給与比敦

<表3 -2　　国家給与標準表における事業単位間の給与比戟>24

業種 傅ﾂ�(hｧxﾕ｢�剔蜉w 仞(ﾗ2�衛生技術 �7h8ﾘ5x4h4�6r�農業 佝���幹部 仆8蹴��｢�学校労 仆8蹴�職員 兀InR�2�技術部門(例 亰ｨ���会計. 

職員 冢Xｵｨ���働者 劍蹠HｬXﾎﾂ�えば各種測量 兀InR�統計 

者) 劔棉) 亢�ｭb��兀InR�

平均値 都#�綯�635ー6 鉄3B繧�865.2 涛#"繧�796.3 田唐纈�700ー7 都��縒�

上表をグラフにすれば､以下のとおりである｡

<図3 - 2　　国家給与標準表における事業単位間の給与比故>
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グラフから以下のことが分かる｡

(1)現代中国における事業単位とする学校教員の給与

が全国事業単位おいてその給与標準は低い位置に

置かれていることが分かる｡

(2)国家による職務給与(基本給与)基準は非常に少

ない｡実際､各学校における教員給与はこの職務

給与基準を何倍も超えていることがいくつかの地

域で事実である｡

(3)北京市A区B学校の教員平均給与が2862. 35元とい

う事実からみれば､北京市における教員給与の実

際金額は､国家基本給与の標準表を4倍も越えて

いることが分かってきた｡その大きな理由は､大

都市としての北京市は､財政的に余裕があること

に帰結することができるだろう｡今回､調査標本

となった北京市A区B学校は､校内で教員の積極

性を引き付け､競争を強化し､教育の質を向上さ

せるために､国家基準のうえに､教員の労働の量

と質に応じ､校内結構給与制度も併用している｡

その内容は下表のとおりである｡教員の実際給与

は､国家基準の部分+結構給与の部分である｡

3.3　教員給与における地区間の月平均比較

<図3 -3　　北京市A区B学校教師給料構成図>

<表3 -4　　教員給料における地域間の比較>25

地区 項目 冉ｸｹ韈4(ｧxﾕ｢�通達市A学校 佝9��ｻﾔ�(hｧxﾕ｢�慶和卿馬家相 B小学校 

標本平均 �#�3��#��1194.61 涛SB纉2�948.5 

<図3 -4　　教員給料における地域間の比戟>

教員給料における地域間比較 
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上図表から現代中国の教員給与における地方間の格

差が顕著である｡中国において､大都市の教職員給与

は､中小都市より､非常に高く､3倍ぐらいの差がある

ことは分かってきた｡また､中ノ｣､都市における教員給

与は僻地の郷･村の教職員給与より､高いということ

も分かってきた｡

その理由は､以下のとおりである｡

(D教育投資の不足､特に地方格差を是正するための

交付金制度が立てていない｡建国(1949年)以来､

中国はずっと､物質資本を重視し､人的資本を軽視

してきた｡ 1952-1987年､中国における物質資本

の投資年増加率は11. 3%､しかし､同期の教育投資

は工業投資の3分の1に達していなかった｡教育の

総支出は国民総生産の3%ぐらいを占めている｡こ

れは先進国の6.1%(1985年)の比率より低いし､発

展途上国の4% (1985年)よりも低い｡ 1970年-1995

年国家財政予算において､経済建設支出は約50%､

教育支出は15116%であった｡また､財政の分権を

実施した後､ある地方は､本来多くない教育経費を

停止した｡

②義務教育における｢地方責任･分級管理｣管理体

制によるものである｡ 1985年『中共中央による教育

体制改革の決定』の公布により､中国教育体制改革

の方向を決めたoその特徴としては､基礎教育の責

任が中央から地方政府に移譲された｡基礎教育段階

において｢地方責任､分級管理｣という体制が実施

されるようになった｡農村における基礎教育は県･

郷･村三級で管理し､県からの管理を主とする体制

が実施された｡この他､1986年公布の『義務教育法』､
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1992年公布された『義務教育法実施細則』などにより､

基礎教育管理における中央と地方の権限が明確に規定

された｡以上の法律では､基礎教育の管理責任を地方

政府に移譲することになっている｡こうして､地方財

政力に差があるから､義務教育における教員給与の差

が出ることは当然だといえる｡

3.4　北京市における教員の月勤務年数手当と月給料親

との相関図

【図3 - 5 】から､北京市では教員の給料は勤務年数

と相関関係を持っていないということが分かってきた｡

その理由は､以下のとおりである｡

(1)学校管理職に持ち場給料(1, 000-2, 500元)刺

度がある｡

(2)教師は職務が異なるから､それに対応する職務

給料も異なる｡

(3)月の授業数が異なる｡職務が異なる教員の1コ

マの授業料が異なる｡

このグラフに現れているバラつきは､中国におけ

る業績主義給与制度に密接に関連していると思って

いる｡ 1993年2月13日には『中国教育改革と発展要

綱』が発表された｡その要綱によると､ ｢合理的な教

員定数の上で､教員の招聴制､任命制と職務責任性

を実施する｡教員給与制度改革に関して､思想教育

と物質奨励手段を運用し､平均主義を打ち壊し､多

くの教員の意欲を喚起するため､仕事の実席による

給与の格差をつける｣と規定された｡

<図3 -5　　北京市における教員の勤番年数手当と月給料額>26

北京市における教員の勤務年数手当と月給料親 
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しかし､面白いところは､中国の全ての地域で同じ特

徴を持っているわけではないということである｡

下のグラフは､筆者が調査結果を基にして作成した

グラフである｡

<表3 -6　　中国A郷における教員の勤務年数手当と月給料額>
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<表3 -7　　通達市における教員の勤務年数手当と月給料額>

通達市における教員の勤務年数手当と月給料額 
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上の2つのグラフから､以下のことが分かってきた｡

(1)小･中都市としての通達市と農村部の慶和卿に

おける給料の差があまり見られない｡大体

1,000-1,500元範囲にある｡

(2)教員の給料が勤務年数にあまり関係がない｡

(3)大都市部に比べ､小･中都市と農村地域の教員

給料における平均主義が見られる｡

(4)給料が低い｡

その要因は以下のとおりである｡

(D勤務年数に対応する手当制度があるが､その差が

大きくない｡勤務年数に応じて3-10元まで支給さ

れている｡

②勤務年数のほかに､職務級別に対応する生活福祉

補助や辺境地域特殊手当が実施されており､その金

額が大きい｡

③教員の職務級別に対応する基本給料が異なる｡
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④教員の職務級別に対応する授業数給料制度がない

などの要因が考えられる｡

3.5　まとめ

中国において､超大規模の基礎教育基盤27を有して

いるから､教育領域を含めた全ての領域では複雑性を

呈している｡教育投資､特に基礎教育に対する投資が

非常に不足であることは事実である｡地域間の経済､

文化､風俗､歴史などはそれぞれ異なっており､また､

義務教育における｢地方責任･分殻管理｣という制度

が実施されているから､地域間の経済力などの格差に

伴う教育力の格差､特に教員給与における格差が出て

くることが当然である｡国家としては､給与基準を制

定されているが､それがあくまで最低基準であり､全

国をカバーすることが不可能に近い｡今後､義務教育

に対する投資を増加し､農村地域の教員給料の確保･

向上､給与における格差を是正することが急務となる

だろう｡

4　今後の課題

本研究を通して､中国における教員給料の国家政策､

制度の流れ､特徴､実態などを解明した｡

中国では､ 1993年以来､ 1985年から制定された職務

昇進に伴う昇給制度の上で､年度考課にリンクする定

期昇給制度(2年ごとに1回)が導入されてきたoその

制度の大きな理念としては､教職員の積極性を引き付

け､平均主義を打破し､教員の質を向上させるためで

ある｡しかし､人事考課にリンクした定期昇給とはい

え､その金額が少ないし､教職員が殆ど同じように昇

給されているから､その理念となるような成果を達成

できていないことが分かってきた｡

また､本研究を通して､中国における教員の勤務年

数と給料は､あまり相関していないことや､教員給料

に関する業種間の格差や､地域間の格差なども分かっ

てきた｡論文においては､扱う問題が大きく論点が多

岐にわたり､かなり複雑であるので､執筆者が十分掘

り下げられなかった点がいくつか残された｡

第1各地方の消費水準と教員給料との関係

第2　教師給料と教育成果との関係

第3　教師給料と教職志願率との関係

などを今後の研究課題とする｡
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註

1)『中華人民共和国義務教育法』は､ 1986年4月12

日に第6回全国人民体表大会第4回会議で可決さ

れ､ 1986年4月12日に中華人民共和国主席令によ

り公布された｡

2)『中華人民共和国教育法』は､ 1995年3月18日に

第8回全国人民代表大会第3回会議で可決され,

1995年3月18　日に中華人民共和国主席令45号に

より公布された｡

3)『中国教育改革と発展要綱』は､中国中共中央･国

務院発[1993]3号により公布された｡

4)『中華人民共和国教員法』は､ 1993年10月31日第

8回全国人民代表大会常務委員会第4回会議で可

決され､ 1993年10月31日に中華人民共和国主席

令15号により公布された｡

5)現代中国における教員職称評定制度に関する法的規

定の内容は以下のとおりである｡

三級教員:大学卒業後､学校に1年以内就職する

場合､直接3　級教員と認定される｡

二級教員:1年～

二親から一級に昇進し､あるいは三J%からこ級

に昇進する時の条件に関して､地方･学校によっ

て少し違いがあるが､大体､以下のとおりであるo

(》学歴(大学本科以上)

②勤務経歴(下級教員歴4年以上)

③クラス担任経歴(普通2年以上)

④年度考課において2回以上優秀獲得

(9必要な行政研修

(む県レベル以上の公開授業

⑦教学研究成果(発表論文､技術発明など)

⑧外国語テスト成庸(英語教員の場合､英語以

外の外国語テスト成績)

⑨コンピューター試験成溝などである｡

国家による各職称に対応する給与標準がある｡
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6)事業単位は､日本の法人単位に相当する｡例えば､

教育部門､科学研究部門､衛生､農業､林業､水

利､気象､地震｡設計､新聞､出版､ラジオ､技

術監督､商品検査､環境保護､博物館などは審美

単位に属する｡ 1993年の給与改革において､全国

における全ての事業単位を5種類にわけ､それぞ

れ､相応の給与標準を制定した｡その内､教育､

科学研究､衛生などは第-頬とし､専門技術職務

等級給与制を実施する｡また､地質,測量､交通､

海洋､水産などは第二類､専門技術職務持ち場給

与制を実施するo　文化芸術､芸能界などは第三頬､

芸術結構給与制を実施する｡スポーツ界は第四額､

体育手当･賞金制度を実施する｡金融界は第五類

とし､行員等級給与制度を実施する｡

7)中国では結構給与と言う｡

8) 1人民元は約14　日円に相当する｡

9)按労分配とは､労働の質と量の多少に応じて､資

源配分をする｡

10)この構造図は､筆者が独自作成

1 1)基本給料は､職務給料や国家標準給料ともいえ

る｡

12)資料束源:北京市教育系統人材交流センターによる

『給与･福祉実用手引』 (p.7)により､筆者作成｡こ

の表は､ 10%の部分を含めない｡労働部･人事部薪

[1988]2号の規定によれば､ 1987年10月から､小･

中学校､幼稚園､農業中学校､職業学校､工読学校､

特殊教育(盲聾唖)学校､中等専門学校､技術学校､

中等･初等成人教育学校の教員及び法人単位に属す

る教員の給与標準をさらに10%を上げると規定され

ている｡

13)資料来源:国家教委財務司『中国教育経費年度統

計』 1990-1993年

14)国痩二教育委員会･人事部･財政部による『特級

教員選抜規定』 (教人[1993]38号)によれば､毎月

120元支給する｡

15)年齢について､初任者の場合､一律に翌年の1月

1日から計算する｡

16)北京市教育委員会による『小中学校教員仕事標準量

及び超過量の手当に関する試行方法』 (市敏行字

[1979] 145号)学校管理者は授業を担任する場合､

実際授業数の半分で定量超過手当を支給する｡海

月､ 4元を手当の上限とする｡教員は担任､教科

長を同時に担当する場合､その内の､一種の手当

を選択する｡累積不可｡また､轟月10元を上限と

する｡

17)見習期間の給与は､全て見習手当を含める｡

18)北京市教育系統人材交流センターによる『給与･

福祉実用手引』 (pp13-16)により､筆者作成

19)梢次とは､俸給の職務に対応する給料格を指す｡

1梢は､給料表における最初の格である｡

20)辞業生とは､中途退学者を指す0

21)結実生とは､ 1科目以上の必修課程(卒業論文を

含める)の不合格者を指す｡

22)記録書類(音訳ならダンアン)は所属する職場･

機関･団体の人事部門が保管する個人の身上書､

行状記銀である｡記載される事項は､姓名･性

別･生年月日･民族･学歴･結婚･本籍･現住所

などの一般的な経歴にとどまらず､ "家庭出身"

(出身階級)､ "本人成分" (本人の所属階級)､ "政

治面目" (所属政党)､ "社会関係'' (非直系親族や

友人との関係)､ "海外関係'' (海外華僑や外国人と

の関係)など細部にわたる｡中学入学時から記鼓

され始め､以後､一生ついて回り､入試･就職･

転勤･昇進･留学などに際して重要な役割を果た

す｡ "人事処" (人事部)などの人事担当部門に厳

重に保管され,本人は見ることができない｡この

制度のおかげで､中国では犯罪歴があると一生､

社会復帰が難しくなるそうである｡大きな会社に

就職するときは､本人のやる気のこもった履歴書

はほとんど見てもらえず､ ｢梢案もってきて｣と冷

たく言われるそうである｡日本人からすると濫用

の恐れがあって怖いと思ってしまうが､現在の中

国では犯罪率の低下に役立っており､人々も悪く

は思っていないようである｡

23)筆者が調査結果を基に作成

24)この比較は､筆者が､国務院弁公庁による『機

関･事業単位における給与制度改革に関する三つ

の実施方法』[1993]79号の規定で制定された『小･

中学校専門技術職務等級給与標準』､ 『高等教育機

関･科学技術研究人員専門技術職務等級給与標

準』､ 『国家機関公務員給与標準』及び中国人事

部･財政部による『事業単位仕事人員の給与調整

に関する通知』 (2003.ll.13)で公布された｢衛生

技術人員専門技術職務等級給与標準表｣､ rプロ

ジェクト技術人員専門技術職務等級給与標準表J､

｢農業技術人員専門技術職務等級給与標準表｣ ｢逢

済･会計･統計専門技術職務等級給与標準表｣､
｢行員等級給与標準表｣などにより作成したもので

ある｡

25)この表は､筆者が調査結果を基に作成したもので

ある｡

26)このグラフは､筆者が北京市A区B学校に対する

月給料調査(悉皆調査)結果を基にして作成した

ものである｡

27)全国において､教員だけが1000万人以上存在し

ている｡




